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Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査の目的 

 

  このアンケート調査は、移管条件をはじめ、合同保育・引継保育や保育所

運営全般における意見など、民営化した８か所の保育園の移管先法人からご

意見をいただき、民営化事業の評価に活用することを目的として実施しまし

た。 

 

 ２ 調査方法 

 

  (1) 移管先法人アンケート（ヒアリングシート） 

 

   ①調査対象 

    公立保育所の移管先８法人 

   ②対象法人 

    ・社会福祉法人 藍野福祉会 あいの三島保育園 

・社会福祉法人 つつみ会  たんぽぽ中条保育園 

・社会福祉法人 穂積福祉会 水尾保育園 

・社会福祉法人 裕榮福祉会 玉櫛たちばな保育園 

・社会福祉法人 智恩福祉会 郡山敬愛保育園 

・社会福祉法人 親和会   松ヶ本保育園 

・社会福祉法人 秀幸福祉会 庄保育園 

・社会福祉法人 育成福祉会 東さくら保育園 

   ③調査項目 

    別添資料１「法人アンケート」（ヒアリングシート）のとおり 

   ④調査の実施方法 

    電子メールで当該保育園に配布後、電子メールで事務局（市）へ回答 

 

  (2) 回収状況 

 

法人アンケートの回収状況については、６項目の設問と１項目の自由意

見欄を設け、移管先８法人全てから回答を得ています。 

 

  (3) 移管先法人ヒアリング 

 

平成 23 年 1 月 31 日に、「法人アンケート」（ヒアリングシート）におけ

る６項目の設問と１項目の自由意見に基づき、移管先法人が特に気にとめ

ている事項について、移管先８法人全てからヒアリングを実施しています。 
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Ⅱ 法人アンケート（ヒアリングシート）調査結果 

 １ 法人アンケートの概要 

   

  平成 22 年 11 月１日に、６項目の設問と１項目の自由意見欄を設け、アン

ケート調査を実施するとともに、平成 23 年１月 31 日に公立保育所の移管先

８法人とのヒアリングを行っています。 

  主な意見については、下記の表のとおり、項目ごとに分類・整理するとと

もに、課題等への対応については、後述しています。 

 

 ２ 調査結果 

  (1) 移管条件について 

 

   平成 18 年度から実施している公立保育所の民営化において、移管先法人

を募集する際の「応募資格・条件」については、市内に法人本部を設置し、

市内で社会福祉法第２条に定める社会福祉事業を営む社会福祉法人である

ことなど、他５項目にわたり条件を付しています。 

   法人アンケートでは、これまで８か所の公立保育所の民営化を実施して

いるが、８か所とも市内に本部を置く社会福祉法人を移管先法人として選

定しており、移管先法人から応募資格・条件については、「適している」と

考察できる意見があります。 

一方、「保育園の運営経験のある法人に限定した方がよいこと」との意見

があり、また、保護者アンケートの「(12)民営化の進め方」においても、

移管先法人の選考に関して、「市内の法人に限ると応募する法人が限定され、

選考の幅が狭くなるのではないか」などの意見があります。 

 

   法人の選考については、選考委員会において、「法人の基本姿勢（保育目

標）」、「保育内容」、「保育サービスの向上」、「経営基盤（資金計画及び経理

状況）」の大きな項目として４項目、そして、応募法人からのヒアリングを

通じた評価調整として１項目の合計５項目 100 点満点による応募法人の評

価を行っています。 

   法人アンケートでは、選考及び採点方法などの改善を求める意見があり、

また、上記「応募資格・条件」同様に保護者からの意見もあり、選考方法

選考方法、採点方法、配点等に疑問が残り、解消されないまま４年が過ぎ
た。改善願いたい。

法人選考

保育園の運営経験のある法人に限った方がよいのでは。

茨木市内に社会福祉法人本部があり、社会福祉事業を営む法人に限定したこ
とは、茨木の子どもたちの健全育成に責任をもつという立場でよかった。

応募資格・条件
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等についての課題が考察できます。 

 

   保育内容の継続性については、「茨木市立保育所民営化基本方針」をはじ

め、「茨木市立保育所民営化移管先法人募集要領」や「茨木市立保育所民営

化に伴う協定書」などにおいて規定しています。 

   法人アンケートでは、私立保育園のもつ「ノウハウ」を発揮できないこ

とや「柔軟性や即応性」などの特性を活かせていないことが考察できます。 

 

   保育士の配置については、「児童福祉施設最低基準」のほか、公立保育所

が配置している保育士の配置基準とするなどの条件を付しています。 

   法人アンケートでは、「保育士の配置基準等における条件が厳しい」など、

目的共有の差異が考察できます。 

 

   募集要領等については、先に述べた「応募資格・条件」や「保育士の配

置」に加えて「保育内容」など、多岐にわたる項目に条件を付しています。 

   法人アンケートでは、「保育所保育指針」や「児童福祉施設最低基準」な

どに基づき、これまでからも保育園を運営してきた実績があることから、

「保育内容」をはじめ、細部にわたり条件を付せられると、「効果的・効率

的な保育所運営ができない」など、目的共有の差異が考察できます。 

 

   三者協議会については、移管条件や保育内容の継続性等について、確認

し合うとともに、問題点の改善のために設置しています。 

保育内容
の継続性

５年間「公立を引き継ぐ」ことは、法人のもつ保育内容を発揮できない。
民営化の目的の一つである保育ニーズに柔軟に対応できない。

保護者は、「公立を引き継ぐ」ことを根拠に、いい保育をしようと法人が実
施する保育に対して、公立とは違うと苦情がある。

保育士の配置
公立の職員の配置数が多い。保護者や市から同配置数を義務付けられ、大変
困った。

経験年数４年以上の職員が全体の1/2以上とする条件は、法人には厳しい。

募集要領等

移管条件に保育内容にかかわる記述は要らない。

移管条件について、事前協議を要したのではないか。細部にわたって条件・
内容を規定され、効果的・効率的な保育所運営ができない。

三者協議会
三者協議会は、「移管先法人が何をするかわからない」が前提となった条件
の一つである。保護者に「民営化は保育の質の低下につながる」という印象
を与えた。
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   法人アンケートでは、『保護者に、「民営化は保育の質の低下につながる」

という印象を与えた』など、十分に連携ができていないことが考察できま

す。 

 

   運営補助等については、これまでから「私立保育所等運営補助要綱」や

「私立保育所施設整備費補助金交付要綱」などに基づき、本市保育行政の

推進に努めています。  
   また、民営化に伴い、建物の無償譲渡をはじめ、土地の無償貸与や施設

改修費として 500 万円などを支援しています。  
   法人アンケートでは、「500 万円では改修ができないので、改修内容によ

って支援を求めたい」など、さらなる支援の要望があります。 

 

 

  (2) 合同保育・引継保育について 

 

 

   合同保育については、公立保育所の民営化に伴って、これまでの保育士

が全員変わるなど、子どもたちへの保育環境が大幅に変わることから、そ

の影響を最小限に止めるため、一定期間、移管先法人の保育士等が当該保

育所の保育士等と合同で保育に携わり、子どもたちが新しい保育士等に慣

れ親しむことができるよう円滑な移行に努めています。 

   法人アンケートでは、「合同保育は有意義であった」や「子どもの性格や

関わり方を聴くことができ、参考になった」など、円滑な移行の一助にな

ったことが考察できます。 

   一方、「年度末（１月～３月）における専任保育士の配置が困難」や「３

か月間での合同保育ではなく、１年程度の引継期間が必要」など、検討を

要する事項があることも考察できます。 

改修費500万円では無理なので、改修内容によってはバックアップ体制を考え
ていただきたい。

運営補助等

合同保育
保育内容を３か月で引き継ぐことは無理である。年間の行事を引き継ぐに
は、１年は必要である。

合同保育は有意義であった。公立との意識の違いを感じることができた。
子どもたちを知ることもできた。

合同保育について、１月から３月は、年度の仕上げになる期間であるので、
法人から６人の専任保育士を配置することは困難である。

合同保育は、子どもの性格や関わり方を聞くことができ、参考になった。
また、公立保育所保育士との意識の違いを感じることができ、自分自身の反
省にもなった。
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   引継保育については、４月から 12 月までの９か月間のうち、４月から９

月までを引継保育、10 月から 12 月までを巡回保育として位置づけ、公立

保育所の保育士が移管条件である「保育内容」、「保健関係」、「給食」、「安

全管理」、「年間行事」、「保護者との連携等」、「地域連携」、「その他」の引

継内容（全 41 項目）が適切に遵守されているかを確認するなど、円滑な移

行に努めています。 

   法人アンケートでは、「６か月間の引継保育が一番内容があった」や「具

体的な内容を聞くことができた」など、円滑な移行のためには欠かせない

内容であることが考察できます。 

一方、「保育士の意思統一が図られず、引き継ぎが円滑に行きにくかった」

や「看護師、用務員の引き継ぎ回数５回は少ない」など、検討を要する事

項があることも考察できます。 

 

 

 （３）保育所全般における意見・感想について 

 

   保育環境の変化については、子どもたちへの保育環境の急激な変化を最

小限に止めるため、公立保育所の保育内容を引き継ぎつつ、民間の柔軟性

や即応性に着目し、地域で求められる保育ニーズへの柔軟な対応も必要で

あると考えており、子どもたちにとって何が最善の利益かを、保護者、保

育園、市が一緒に考えてきたところであります。 

   法人アンケートでは、「所長や保育士が転勤（異動）することで、保育内

容にも変化が生じるが、民営化した保育園ではそれが許されない」や公立

保育所の１歳児における保育士の対数加算について、他の私立保育園では、

「最低基準を遵守し、効率的・効果的な保育に努めている」など、保育環

境の変化への対応の難しさがあることも考察できます。 

公立保育所の保育士の中でも意思統一されず、引き継ぎが円滑に行きにく
かった。

引継保育

引き継ぎは１０月まででよいのではないか。

看護師、用務員の引き継ぎ回数５回は極端に少なく、後々困難を来す。

６か月の引き継ぎが、一番内容があった。引き継ぎ保育士が理解あり、保育
の指導も親切だった。

保育環境の変化

公立の所長や保育士が転勤することで保育内容も当然変わるのに、民営化で
は許されない。理不尽である。

公立保育所は、職員の数に恵まれています。これを引き継ぐとすれば、たち
まちつぶれます。私立では基準人数で効率的・効果的保育に努めています。
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   施設等については、古い建物で昭和 45 年、新しい建物で昭和 55 年に建

築した施設を民営化しており、老朽化などの課題があることから、移管先

法人に対して、建物及び備品等を無償で譲渡するとともに、民営化初年度

においては、施設改修費として 500 万円を交付し、支援しています。 

   法人アンケートでは、「備品の入れ替えや建物の老朽化による修繕などに

多額の費用を要した」や「事務室が狭い」など、さらなる支援を求めてい

ることが考察できます。 

 

   適切な役割分担については、これまでから三者協議会などを通じて、保

護者、保育園、市の役割を果たしつつ、子どもの最善の利益のために努め

てきたところであります。 

   法人アンケートでは、『「保育内容」をはじめ、「行事」や「人事」などに

まで、保護者が意見を言うことへの驚き』や「三者協議会のあり方を見直

すべき」など、それぞれ適正な役割分担を再認識する必要性が考察できま

す。 

 

   保護者負担については、これまでも、公立保育所において、保育用品の

購入や５歳児の所外保育における施設入館料及び交通費などを負担いただ

いているとともに、基本方針に示す「市が予め認めた費用」として、給食

費、延長保育料、災害共済掛金を原則としているほか、これら以外の費用

の徴収については、三者協議会に諮り、決定するとしてきたところであり

ます。 

   法人アンケートでは、「遠足のバス代の徴収」や「民間の特色ある保育へ

の理解が得られていない」など、新たな費用の徴収が困難であることが考

察できます。 

引き継いだ備品（冷蔵庫、電話、コピー機など）が壊れ、急きょ入れ替え
た。建物が古いため、修理に多額の費用を要した。

公立は事務所が狭い。私立では、種々の管理事務がある。このため、余分の
人員、場所が必要である。

施設等

三者協議会の案件について精査するべきです。三者協議会の持ち方、進め方
を明確にし、保護者に理解していただく必要性を感じます。

保育所運営、分けても、「保育内容」「行事」更に「人事」等に保護者が口
出しされたのには驚いた。

適切な役割分担

遠足のバス代を保護者から徴収しないのはおかしい。

わが法人の保育事業をまだ認めていただけていないので、収入面で効果が見
込めない。

保護者負担
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  (4) 保育での工夫、保護者との連携、コミュニケーションについて 

 

   この項目については、民営化以後における移管先法人の取り組みについ

ての設問であることから、移管先法人からの意見に基づき、整理・分類し、

考察しています。 

 

 

   保護者との連携については、三者協議会をはじめ、公立保育所移管先法

人の創意工夫により、上記のような取り組みを実施し、信頼関係の構築に

努めていることが考察できます。 

 

 

   保育への工夫については、「よりよい保育の展開」をはじめ、「保育士の

資質の向上」や「工夫した給食」など、子どもの最善の利益のため、子ど

もの視点に立った創意工夫した取り組みの展開に努めていることが考察で

きます。 

 

 

 

門の前に立ち、朝夕のあいさつ、玄関ほか数か所に掲示板を設置し、保育の
写真を掲示、クラスノートに日々の記述、クラス通信にもクラスの保育写真
などで保護者へ発信。

園だより、クラスだより、保健、給食、食育、絵本、行事等各たよりの充
実。

意向調査に基づいて開催した二者協議会に、なるべく多くの保護者、保育士
が参加できるようにした。

保護者との連携

朝夕保護者と接し、子どもの様子を伝えることに努力している。

担任が保護者と会う機会、話す機会を多く作るようにした。質問があれば、
担任が残り、その保護者と話するようにした。

保護者の意見はすべて受け止めようと全職員統一した。

保護者アンケートの意見に改善できることはすぐに対応し、伝わりきれない
ことはしっかりアナウンスすることによって信頼関係を作ってきた。

学期ごとに評価、園長との面談、反省会を通じて、意思統一を図るととも
に、他園や園内研修に取り組み、保育士の資質の向上に努めている。

保育への工夫

「子どもが第一」をモットーに、よい保育を展開し、親子共々居心地のよい
園作りを職員一丸となって実現させていくことで、信頼関係を築くことがで
きた。

完全手作りおやつや繰り返しの献立でなく工夫した給食、試食会の開催など
を通じて、給食の内容などに理解を求める努力をしている。
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  (5) 民営化に際して配慮したことについて 

 

   この項目については、民営化に際して配慮した移管先法人の取り組みに

ついての設問であることから、移管先法人からの意見に基づき、整理・分

類し、考察しています。 

 

 

  保護者への配慮については、（４）における「保護者との連携」とも類似

しているが、上記のとおり、信頼・協力関係の構築に努めていることが考

察できます。 

  

  特色ある保育については、民営化基本方針における「民営化の考え方」

のとおり私立保育園の柔軟性や即応性を活かした、地域で求められる保育

ニーズへの柔軟な対応が考察できる一方、子どもや保護者の理解を得なが

ら、これから、『よりよい保育、いわゆる「子どもの最善の利益」のための

取り組みを進めたい』と考えていることが考察できます。 

 

   環境面への配慮については、まず、第一に、子どもの健康面・安全面へ

の配慮に努めたことや、衛生面に力を注いでいることが考察できる一方、

保護者アンケートでは、衛生面に対する努力を求める意見もあります。 

保護者との信頼関係を築くことが一番と考え、園から話しかけ、保護者の意
見を極力採り入れるようにした。また、アンケートを取り承諾を得た。

親の気持ちを聞くように、朝夕なるべく玄関で対応。

当初は職員に馴染みがたい様子がうかがえたが、職員全体が保護者との対話
や保護者会との協議を大切にし、協力関係が前進してきたように思う。

保護者への配慮

特色ある保育

私立園が公立と遜色がないこと、むしろよりよい質の高い保育をめざしてい
ることを保護者に理解していただくことを第１目標にした。

よりよい保育をめざし、親の理解のもと、保育環境をどんどん変えてきた。

保護者の中には変わることに高く評価する保護者もおり、子どもや保護者に
気配りしながら、今の子どもたちや保護者のニーズや課題に合うような保育
を進めたい。

環境面への配慮

保育園内をいつも清潔にするよう職員に指導した。

紫外線よけテント設置、Ｕ字側溝の埋め立て、給食食器の陶器化など、健
康・安全環境整備に努めた。
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継続性への配慮については、移管先法人の協力を得て、保育内容の継続

性を確保しつつ、子どもへの保育環境の変化を最小限に止めるための取り

組みが考察できる一方で、保護者の納得を前提に、５年間の継続に配慮し

ており、私立保育園の柔軟性及び即応性が活かされていないことも考察で

きます。 

 

 

  (6) 譲渡建物について 

 

   譲渡建物については、移管先法人と市とで「建物等譲与契約」を締結し、

現状のまま移管先法人に引き渡すことで合意しています。 

   また、譲与した日から 10 年間は保育所用建物としての用途に供するとと

もに、公立保育所の移管先法人募集要領においても、移管後の建物等の維

持管理については、移管先法人が責任を持って自己負担で行うこととして

います。 

   法人アンケートでは、「建物の老朽化から修理に要する経費が多額になる

こと」や「築年数に応じた改修費の支援」、さらには、「建替を見据えた支

援」など、今後における私立保育園への支援の見直しを求めていることが

考察できます。 

 

 

 

継続性への配慮

公立保育所の保育が引き継げているかどうかをいつも検証しながら進めてい
る。

一度は公立のやり方を実践し、５年間保護者が納得するなら公立のやり方で
進めるよう配慮した。

譲渡建物
保育室の備品（クーラー、机、椅子、カーテンなど）も古く、引き継いだと
たんに壊れたものが多く驚いた。修理してから移管してほしかった。

建物が５０年になると建て替えが必要になるので、その資金の準備が短期間
でできるかが課題である。

建て替え条件で移管している市もあり、保護者の印象も法人の園と割り切り
やすく、良い方法ではないかと考える。

すべてが老朽化しており、修理箇所が多い。

保育しがたい構造であり、特にトイレなど水回りがひどい。その修理費用に
500万円は妥当とは言えない。築年数を考慮してもらえないか。

建物の無償譲渡は、保育事業を引き継ぐのに妥当と思うが、補修に多額の経
費を要した。全体を調査し、修理してから譲渡してほしかった。
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  (7) その他 

 

   この項目については、民営化に関する事項について思うまま記載してい

ただいているが、市に対する要望や回答を求めている内容などがあること

から、以下のとおり、一覧表にまとめて整理するとともに、市としての考

え方を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主　な　意　見 考　え　方

1
・市との引き継ぎが十分でなく、補助金等
　のシステムもわからなかった。もっと時
　間的な余裕や引き継ぎが必要である。

2

・民営化の時期に無理がないか。１年後と
　いうのであれば、現在受け持ちのクラス
　への区切り、園への区切り、職員の確保
　個々の職員の気持ちの整理などできたの
　ではないか。

3

・三者協議会において合意があれば変更は
　可能となっている。公立の保育を引き継
　ぐことの意義がわかる内容を聞かせてほ
　しい。

　公立保育所の保育内容の引き継ぎにつき
ましては、子どもたちへの保育環境が大幅
に変わることから、その影響を最小限に止
めるためであります。
　また、三者協議会を通じて、移管条件や
保育内容の継続性等について確認し合うと
ともに、問題点などについても協議してま
いりましたが、今後も、三者協議会などを
通じて、保護者の意見を聴き、移管先法人
とも連携をしながら円滑な移行・運営を図
るとともに、積極的に情報を提供しつつ、
しっかりと説明責任を果たしたいと考えて
いますので、子どもの最善の利益のために
ご協力をお願いします。

　合同保育や引継保育、巡回保育など、必
要な期間を検討し、合同保育３か月、引継
保育６か月、巡回保育３か月、合計１年間
を通して、保護者の不安解消と保育環境の
変化を最小限に止めるよう、円滑な引き継
ぎに努めています。
　今後、民営化事業の評価を通じて、より
一層の円滑な引き継ぎが行われるよう、引
継保育等の実施期間等について十分検討し
ます。
　また、保育園、保護者、市がそれぞれ適
切な役割分担のもと、「次代を担う子ども
たち」にとって何が最善の利益なのかを一
緒に考えていけるよう、ご協力をお願いし
ます。
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主　な　意　見 考　え　方

4

・公立の保育を引き継ぐことを第一義とし
　ているが変えることは悪いことではなく
　向上するという未来に希望を持つイメー
　ジを感じてもらうよう努力したい。
・行政が保護者に「民間には前年度の保育
　を引き継いでもらうので、安心を」と刷
　り込んだ結果、民間は大変苦労してい
　る。「公立のよいところは残しながらも
　民間の柔軟さなどで生じるよいところは
　取り入れていってほしい」と保護者に説
　明してほしい。
・民営化即保育の質の低下、法人のもうけ
　主義などの保護者の既成概念を払拭する
　のにどれだけの努力が必要かを考えると
　き、私立園の良さを市は積極的にアピー
　ルする必要がある。
・保護者の多くは公立は私立に勝ると信じ
　ている。
　このため、公立時代は何の疑問も持たず
　むしろ無関心であったものが、民営化す
　べて悪し、私立園のやることに注目すべ
　しで、公立保育を引き継ぐべしと主張し
　発展、改善を大きく遅らせている。

　公・私立を問わず、保育の内容やこれに
関連する運営等について定めた「保育指
針」に基づいて、これまでから運営して
（されて）きましたので、保育の内容に大
きな差があるとは考えておりません。
　一方、私立保育園の即応性や柔軟性と
いった観点から、地域で求められる保育
ニーズへの柔軟な対応も必要であると考え
ております。
　今後も、公私協調のもと、子どもたちに
とって、何が最善の利益かを一緒に考えて
いただき、必要なことを適切に実施できる
よう、ご協力をお願いします。
　なお、法人及び保護者アンケートの結果
や民営化事業の評価を通じて、課題等の把
握に努めるとともに、さらなる民営化事業
の拡大を検討する場合は、それぞれ適正な
役割分担のもと、進められるよう十分に検
討します。

5

・保育課の人事が変わりすぎである。民営
　化が終了するまでは、少なくとも１人は
　残るべきではないか。５年引き継ぐとい
　う条件がある以上、それを見届ける必要
　があるのではないか。

　定期的な人事異動のため、担当者が変更
になることがあります。また、担当者が変
わっても影響がないよう、十分な引継に努
めていますので、ご理解いただきたい。

6

・民営化は、誰かが不幸になるのではなく
　子どもの幸せを堅持し、保護者の理解を
　得ながら、行政と法人が協力することで
　成功にもっていくべきものだと考える。
・民営化に関わったすべての人が悩み苦し
　む現状から、茨木の子どもや保護者にこ
　れまでと同様の困難さを強いるべきでは
　ないと考えます。

　公立保育所の民営化につきましては、多
様化する保育ニーズに迅速かつ柔軟に対応
するなど、保育行政の新たな施策の展開に
向けて、公・私立保育所（園）の役割分担
と公立保育所の機能と役割を明確にする中
で、保育サービスの充実と今日的課題であ
る地域における子育て支援等を推進すると
ともに、厳しい財政環境の中にあって、民
間活力の導入（民営化）を図り、より効果
的・効率的な保育所運営を目指すことを目
的としておりますので、それぞれが適切な
役割分担のもと、連携した取り組みが重要
であると考えています。

7
・このアンケートが次回の民営化の際にど
　れほどの影響や改善点として有効利用さ
　れるのか。

　アンケート調査の結果につきましては、
今後、外部委員にも参加していただき、財
政的効果を含めた民営化事業を評価し、報
告書として公表するとともに、事業の評価
を通じて、課題等の把握に努め、その改善
策についても検討します。

8

・選考委員に２か所の保護者代表が参加さ
　れているが、保護者の思うように操作で
　きる点配分であった。社会福祉法人とし
　て現に保育をしている以上、最低点をも
　うけるべきではないか。

　法人選考については、民営化事業の評価
を通じて、課題等を分析するとともに、最
適な手法を十分に検討します。
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Ⅲ 法人アンケート（ヒアリングシート）のまとめ 

 

法人の視点から「法人アンケート（ヒアリング）」のまとめとして、全て

の項目を総括すると、私立保育園の即応性及び柔軟性を考察できる法人ア

ンケート（ヒアリング）項目として、「保育で工夫していることや保護者と

の連携、コミュニケーションについて」の設問では、下記の表のとおり、

保育への工夫として、「よりよい保育の展開」をはじめ、「保育士の資質の

向上」や「工夫した給食」などに対する取り組みがあり、子どもの最善の

利益のため、子どもの視点に立った創意工夫した取り組みの展開に努めて

いることが考察できます。 

 

さらに、保育の継続性を考察できる法人アンケート（ヒアリングシート）

項目として、「民営化に際して配慮したことについて」の設問では、下記の

表のとおり、継続性への配慮として、移管先法人の協力を得て、保育内容

の継続性を確保しつつ、子どもへの保育環境の変化を最小限に止めるため

の取り組みが考察できる一方で、保護者の納得を前提に、５年間の継続に

配慮しており、私立保育園の即応性及び柔軟性が活かされていないことも

考察できます。 

 

 

 

 【アンケート（ヒアリング）結果の活用】 

法人アンケートの結果については、今後、「茨木市立保育所民営化庁内検討

委員会」において、「民営化事業評価に関する報告書（素案）」を検討する際

の重要な参考資料として活用するとともに、その素案がまとまり次第、市民

や法人代表、学識経験者等で組織する「茨木市立保育所民営化外部検討委員

会」からご意見をいただき、「民営化事業評価に関する報告書」としてとりま

とめ、公表してまいります。 

継続性への配慮

公立保育所の保育が引き継げているかどうかをいつも検証しながら進めてい
る。

一度は公立のやり方を実践し、５年間保護者が納得するなら公立のやり方で
進めるよう配慮した。

学期ごとに評価、園長との面談、反省会を通じて、意思統一を図るととも
に、他園や園内研修に取り組み、保育士の資質の向上に努めている。

保育への工夫

「子どもが第一」をモットーに、よい保育を展開し、親子共々居心地のよい
園作りを職員一丸となって実現させていくことで、信頼関係を築くことがで
きた。

完全手作りおやつや繰り返しの献立でなく工夫した給食、試食会の開催など
を通じて、給食の内容などに理解を求める努力をしている。
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＜別添資料１＞ 

質　問　項　目 回　　　　　　　　答

１　移管条件について
　　　募集要領、協定書記載の項目

２　合同保育・引継保育について
　　　１～３月　合同保育
　　　４～12月　引継保育

３　保育所運営全般における意見・
　　感想について

４　保育で工夫していることや保護
　　者との連携、コミュニケーショ
　　ンについて

５　民営化に際して配慮したこと
　　について

６　譲渡建物について

７　その他
　　（民営化について思うままを）

法人アンケート（ヒアリングシート）　　（　　　　　　　　　）保育園


